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中国大陸人民と台湾人民の交流に伴う法的問題の一齢
一中国大陸における離婚関係書類の台湾における適用-
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1 はじめに
1991年に台湾と中国大陸との交流が実現してから，両者の往来は年を追って活発化してきてい
る。とりわけ，台湾人民の中国大陸訪問は，経済活動の多くの部分が中国大陸において展開される
ようになってきたことに伴い，直近の2008年には渡航者数は延べ438万人， 2009年には411万人とい
ずれも400万人を超えるようになっている(1)。いわゆる台商と呼ばれる台湾人が中国大陸にこのよ
うに多数赴任しているのである。
他方，中国大陸人民の台湾への渡航は，近年に至り急速に拡大してきている。 1987年から1992年
までの5年間には経済貿易交流は全くなく，観光活動も皆無であったが， 1995年に158人を数えた
経済貿易交流は，徐々に増加して， 2009年には10万人強の中国大陸人民が渡台している (2)。また，
観光活動による往来も団体旅行による台湾観光が2002年1月に開始されたことにより徐々に活発化
してきた。 2002年にはわずか2，151人であったのが翌2003年には1万2千人を超え， 2008年には9
万人を超えた。一層輪をかけて観光の活発化を促したのが， 2008年5月から解禁された中国大陸各
地と台湾との直行便の運航であり，同年7月には中国大陸人民の観先客が香港，マカオという第三
国を経由せずに直接台湾に渡航できる措置であった。その結果， 2009年には一挙に60万人以上の観
光活動を目的とした中国大陸人民が台湾を訪問するようになったのである (3)。
このような中国大陸と台湾との交流の活発化に伴い，台湾人民と中国大陸人民との婚姻も発生す
ることは当然の帰結である。ところが，中国大陸において婚姻しその後離婚した場合，中国大陸
における離婚の事実を台湾において承認しなければ，一方の当事者が台湾に帰国して再婚する場合
に重婚の問題が発生することが予想される。このような問題の対処を定めたのが両岸関係の基本法
であるが，実際にどのように処理されているのかは興味深いところである。本稿では，中国大陸に
おける離婚が台湾において法的にどのように取扱われるかについて，判決をもとに検討することと
する。
2 離婚の取り扱いに関する基本法上の規定と中国大陸における離婚判決の認可の裁定
台湾における両岸関係に関する基本法は， 1991年に採択された国家統一綱領と1992年に成立した
台湾地区奥大陸地区人民関係条例である。前者は台湾側の政治的立場を表明したものであり，政治
スローガンとしての意味は有するものの， r虚努」と言われるように，実質的な拘束力を有する法
ではない。後者は実質的に両岸関係に関する規制を定めたものであり，その後毎年のように修正を 。
重ねて今日に至っているは)。 六
台湾地区奥大陸地区人民関係条例において，離婚に関連する規定は，第52条において，離婚の方
式と要件は行為地の法に従うこととするが，判決離婚の事由については，台湾地区の法に従うこと
と定めている。また，第53条において，台湾地区人民と大陸地区人民の聞の離婚の効力については，
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台湾地区の法に従うことと規定する。これらの規定に見られるように，離婚に関してはそれが台湾
において行われる限りにおいて，台湾地区の法の優位性が維持されている (5)。
他方，中国大陸において離婚が発生した場合，その事実を台湾において承認していくためには，
第74条に定める手続きによる。すなわち，その離婚が裁判離婚であれば.I大陸地区において作成
された民事確定裁判，民事仲裁判断は，台湾地区の公共の秩序又は善良の風俗に違背しない限り，
法院に対し認可の裁定を請求することができる」との規定に従い，中国大陸における裁判離婚の効
果が台湾においても承認される道が聞かれている。離婚事件も民事事件の1つであるから，中国大
陸における判決について台湾の法院が認可の裁定を与えることによって台湾におけるその効力を承
認するのである。
では，その手続きは実際にはどのように行われているのであろうか。また，中国大陸における判
断は常に認可の裁定を受けることができるのであろうか。先ず，認可の裁定が行われた事例を基に
見てみよう。
事例は，民国97(2008)年に，金門地方法院で行われた民事裁定である (6)。
申請者は代理人を立てて中国大陸においてなされた離婚について，その申請認可を請求した。
主文は次の通りである。
???????????????????
大陸地区福建省武平県人民法院(二00七)武民初字第三三九号，於西暦二00七年十一月十四
日の民事判決を認可する。
理由として，次のように記されている。
台湾地区典大陸地区人民関係条例第74条1項には，大陸地区において作成された民事確定裁
判，民事仲裁判断は，台湾地区の公共の秩序または善良の風俗に違背しない限り，法院に対し認可
の裁定を請求することができるとの明文の規定がある。かつ，この種の裁定はその性質上非訟事件
であり， もとより非訟事件法総則の規定が適用されるべきであるが，同条例及び非訟事件法にはこ
の事件の管轄について規定が設けられていないので，民事訴訟法の関係規定を類推適用して，その
管轄法院を定める。民事訴訟法第568条1項前段によれば，婚姻の無効又は婚姻の取消，婚姻の成
立又は不成立の確認及び離婚又は夫婦同居の訴えは，夫婦の住所地又は夫若しくは妻の死亡時の住
所地の法院の管轄に属すると規定されており，大陸地区において作成された離婚の確定判決をもっ
て台湾地区の法院に認可を申請する場合には，夫の住所地の法院が管轄権を有する。本件において
夫の戸籍は金門県にあり，本院はこれについて管轄権を有する。
二 本件申請の趣旨の概略は，申請人と相手方は民国96(2007)年2月26日，大陸地区福建省龍
岩市民生局において結婚登記手続きを行い，双方は夫婦となったが，その後感情が破綻し，大陸地
区福建省武平県人民法院 (2007)武民初字第339号として離婚判決が下され，本判決は2007年11月
14日をもって発効しかっ財団法人海峡交流基金会の検証によりそれが事実であるので，本院に認
可の裁定の申請が行われた。
三 申請人の主張する上記事実は，大陸地区福建省武平県人民法院 (2007)武民初字第339号離
婚判決書，発効証明書，結婚証書，委託書及び福建省武平県公正役場公正証書等の提出資料を証拠
とするものである。上述の大陸地区公証役場の発行した公正証書並びに我国財団法人海峡交流基金
会が確認証明した，同会 (97)南核字第036572号.036575号.048064号及び第023255号の証明付属
書類は依拠するに足るものであり 真実であると認められる。かっ大陸地区福建省武平県人民法院
(2007)武初字第339号民事判決によると，両名は人に紹介されて知り合い結婚したものであるが，
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お互いに知り合った時間は短く直ちに結婚しており，婚姻の基礎となる状況が異なっており，また
婚姻後双方は共同生活を始めておらず，相互に夫婦の義務を履行しておらず，夫婦関係は有名無実
であり，夫婦感情はすでに破綻していると認められたことから，離婚の請求が認められた。同判決
は台湾地区の公共の秩序又は善良の風俗に違背していないので，先に見た規定に基づきこれを認可
する。
四 非訟事件法第21条第I項により， 主文の如く裁定する。
以上が判決丈の主要部分である。この理由ーに示されているように，中国大陸において下された
判決の台湾における認可は，台湾地区奥大陸地区人民関係条例の規定に従って台湾の法院がこれを
行うことになるが，台湾の非訟事件法にはこの程の問題に関する管轄権の規定がない。そこで民事
訴訟法の管轄権規定を類推適用するというのである。両岸関係に関する基本法が，問題処理の細部
にまで指示していないことを示すものといえる。
次に，第二，第三の理由に示されているように，法院における手続きには，中国大陸の法院の判
決等中国大陸側において発行された証明書に加えて海峡交流基金会による証明が必要で、ある。さら
に，台湾側法院は，台湾地区典大陸地区人民関係条例第74条1項に規定されている公序良俗問題に
ついて検討を加えた上で，中国大陸における判決の認可を裁定している。
金門地方法院の扱った近年の裁定を見ると，本件以外にも2007年に2件， 2008年に 1件の裁定が
行われており (7) また，台北地方法院においても同様の裁定が行われている (8)。しかしながら，
全ての離婚が認可されたわけではない。次に認可の裁定が認められなかった事例を見てみよう。
本件は，金門地方法院において中国大陸における民事調解書による離婚を認可するかどうかが問
われたものである。判決を見てみよう。
主文は，申請を却下するというものである。その理由として以下のように記されている。
0 
四
申請の趣旨の概略は以下の通りである。申請人は，民国92年7月24日，大陸地区人民である
相手方乙某と結婚したが，その後双方は大陸地区福建省慶門市思明区人民法院において調解により
離婚した。そのため，関係規定により，認可の申請をなし当該調解調書，証明書及び財団法人海
峡交流基金会の認証する公正証書等の書類を提出した。
二 大陸地区において作成された民事確定裁判，民事仲裁判断は，台湾地区の公共の秩序又は善
良の風俗に違背しない限り，法院に認可の裁定を申請することができることは，台湾地区輿大陸地
区人民関係条例第74条1項に明文で定められている。ここに言う「大陸地区で作成された民事確定
裁判，民事仲裁判断」とは大陸地区の裁定，判決を指しており，これについて同条の法文の規定は
明白である。大陸地区において作成された調解書は決して法院の裁定又は判決ではないので，我国
法院の認可の裁定を申請することはできない。(台湾高等法院90年度抗字第370号裁定参照)
三 申請人主張の事実は，その提出した民事調解書，公正証書及び基金会による証明書等の資料
に基づいて審査したが，申請人が認可の裁定を申請した資料である大陸地区匿門市思明区人民法院
2007年10月19日 (2007)思民初字第6197号民事調解書は，台湾地区輿大陸地区人民関係条例第74条
1項の規定する民事確定判決，民事確定裁定又は民事仲裁判断ではない。上に説明したように，本
件における認可の裁定の申請のための資料である民事調解書は採用することができず， したがって
許可することはできない。
本件では，中国大陸の法院における調解書が台湾地区奥大陸地区人民関係条例第74条1項に指定
された認可の裁定を受けるための資料として採用することができるかどうかが争われている。理由
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三に示された，台湾高等法院の先例は，民国90(2001)年に抗告が認められなかった事例であり，
本件と同様に，調解書に基づいて中国大陸における離婚の認可裁定を求めた事案であった。高等法
院の判断は，台湾地区典大陸地区人民関係条例に列挙された資料である民事確定裁判と民事仲裁判
断のみを認定の裁可の資料として採用するというものであり，仮に中国大陸の裁判所において調解
が行われたとしてもそれを採用して認可の裁定を行うことはできないというものである (9)。その
意味において，台湾の法院の解釈する台湾地区輿大陸地区人民関係条例第74条1項の列挙する認可
裁定のための資料は制限的であると言うことができる。
結びに代えて
本稿では台湾と中国大陸との往来の活発化に伴い，両岸関係の基本法である台湾地区奥大陸地区
人民関係条例がどのように適用されているかについて，離婚を素材として，その一端を見てきた。
台湾の法院における非訟事件の認可裁定手続きについては，同条例を根拠とする手続法は整備され
ておらず，民事訴訟法を類推適用して管轄権の問題を処理していることが明らかとなった。また，
同条例第九条1項に規定された認可の申請のための中国大陸の法院の判断とは，民事確定裁判と民
事仲裁判断に限定されており，調解書は法院が関与して作成されたものであるにもかかわらず，認
可の裁定の根拠資料とはならないという判断が行われたことも明らかになった。中国大陸における
台湾人民と中国大陸人民の離婚は，両岸の人民の交流の拡大に伴い増加することが予測されるが，
離婚の事実が台湾において限定的な形でしか法的に承認されないのが現状であると言えよう。
???????????????????
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